
国民健康保険特別会計予算書





議案第５８号

令和３年度渋川市国民健康保険特別会計予算

令和３年度渋川市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，７８９，

８３９千円と定める。

２ 診療施設勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１２５，６０

８千円と定める。

３ 事業勘定及び診療施設勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ご

との金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債

務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担

行為」による。

（一時借入金）

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、１００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、保険給付費の各項に計上し

た予算額に過不足を生じた場合における同一款内でこれらの経費の各項の

間で流用する場合と定める。

令和３年３月３０日提出

渋川市長 髙 木 勉





歳   出 （単位：千円）

1

1 総 務 管 理 費

2 徴 税 費

3 運 営 協 議 会 費

2

1 療 養 諸 費

2 高 額 療 養 費

3 移 送 費

4 出 産 育 児 諸 費

5 葬 祭 諸 費

6 任 意 給 付 費

3

1 医 療 給 付 費 分

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分

3 介 護 納 付 金 分

4

1 共 同 事 業 拠 出 金

5

1 財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

6

1 保 健 事 業 費

2 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

7

1 基 金 積 立 金

8

1 公 債 費

9

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

2 延 滞 金

3 繰 出 金

4 指 定 公 費 負 担 医 療 費 立 替 金

10

1 予 備 費

款 項 金　　　額

総 務 費 35,975

26,932

8,453

590

保 険 給 付 費 6,356,243

5,490,338

838,202

51

19,790

6,750

1,112

国民 健 康 保 険事 業 費 納 付 金 2,232,084

1,500,401

548,284

183,399

共 同 事 業 拠 出 金 4

4

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金 1

1

保 健 事 業 費 131,726

48,069

83,657

基 金 積 立 金 28

28

公 債 費 1

1

諸 支 出 金 13,777

13,675

1

1

100

予 備 費 20,000

20,000

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 8,789,839







（単位：千円）
事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

市町村事務処理標準システム導入業務
委託

令和3年度
～

令和4年度
４０，６０３

特定健康診査業務委託
令和3年度

～
令和4年度

４６，４５２

若年者健康診査業務委託
令和3年度

～
令和4年度

４，３９７

　　　　　第　２　表　　　債　務　負　担　行　為　（　事　業　勘　定　）     



国民健康保険特別会計（事業勘定）
予算説明書

添付書類

○ 歳入歳出予算事項別明細書

１ 総 括

２ 歳 入

３ 歳 出

○ 債務負担行為で令和４年度以降にわたるものについての令和２年度末までの支

出額又は支出額の見込み及び令和３年度以降の支出予定額等に関する調書



















































（令和３年度提出分）

期 間 金 額

市町村事務処理標準シ
ステム導入業務委託

４０，６０３

特定健康診査業務委託 ４６，４５２

若年者健康診査業務委
託

４，３９７

                          債務負担行為で令和４年度以降にわたるものに
                          支出額又は支出額の見込み及び令和３年度以降

事 項 限 度 額

令和 ２ 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額



期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

令和3年度
～

令和4年度
40,603 20,603 20,000

令和3年度
～

令和4年度
46,452 46,452

令和3年度
～

令和4年度
4,397 3,785 612

ついての令和２年度末までの
の支出予定額等に関する調書

（単位:千円）
左 の 財 源 内 訳
特 定 財 源

令 和 ３ 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

一般財源



（過年度議決済分）

期 間 金 額

特定健康診査業務委託 ５１，６９１

若年者健康診査業務委
託

２，４５７

事 項 限 度 額

令和 ２ 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額



期 間 金 額
国 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

令和3年度 51,691 51,691

令和3年度 2,457 2,115 342

（単位:千円）

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

令 和 ３ 年 度 以 降 の
支 出 予 定 額

一般財源





国民健康保険特別会計（診療施設勘定）
予算説明書

添付書類

○ 歳入歳出予算事項別明細書

１ 総 括

２ 歳 入

３ 歳 出

○ 給与費明細書

○ 地方債の令和元年度末における現在高並びに令和２年度末及び令和３年度末に

おける現在高の見込みに関する調書



























１　一般職
　　（１）　総　括 （単位：千円）

注　（　 ）内は、再任用短時間勤務職員及び、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務
 　時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

注　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて
   記載、（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

給　与　費　明　細　書

給　　　与　　　費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ 12 ）
1 7,805 6,668 11,680 26,153 3,882 30,035

（ 18 ）
5 9,632 23,808 24,176 57,616 9,135 66,751

（ -6 ）
-4 -1,827 -17,140 -12,496 -31,463 -5,253 -36,716

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外 勤 務
手 当

本年度 258 146 3,300 
前年度 414 658 4,800 10 
比　 較 -156 -512 -1,500 -10 

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

本年度 1,079 2,606 1,763 
前年度 2,666 6,200 5,112 
比　 較 -1,587 -3,594 -3,349 

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

地 域 手 当
初 任 給 調 整
手 当

本年度 1,281 1,247 
前年度 2,853 1,463 
比　 較 -1,572 -216 

給　　　与　　　費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（     ）
1 6,668 10,722 17,390 2,556 19,946

（     ）
5 23,808 23,536 47,344 7,846 55,190

（     ）
-4 -17,140 -12,814 -29,954 -5,290 -35,244

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外 勤 務
手 当

本年度 258 146 3,300 
前年度 414 658 4,800 10 
比　 較 -156 -512 -1,500 -10 

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

本年度 1,079 1,648 1,763 
前年度 2,666 5,560 5,112 
比　 較 -1,587 -3,912 -3,349 

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

地 域 手 当
初 任 給 調 整
手 当

本年度 1,281 1,247 
前年度 2,853 1,463 
比　 較 -1,572 -216 

区　分
職員数
（人）

共済費 合　　計 備考

本年度

前年度

比　 較

区　分
職員数
（人）

共済費 合　　計 備考

本年度

前年度

比　 較

（単位：千円）

職員手当
内訳

職員手当
内訳



　　（１）　総　括　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

注　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算基礎になったものについて記載、
   　（　 ）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要す
　 る職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

注　給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて記載
 　（（３）給料及び職員手当の状況において同じ）

　　（３）　給料及び職員手当の状況

　　　ア　職員一人当たりの給与

※平均給与は、扶養・住居・通勤・管理職・地域･初任給調整手当を含んだ額

　　　イ　初任給 （単位：円）

給　　　与　　　費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ 12 ）
7,805 958 8,763 1,326 10,089

（ 18 ）
9,632 640 10,272 1,289 11,561

（ -6 ）
-1,827 318 -1,509 37 -1,472

区　分 期 末 手 当

本年度 958 
前年度 640 
比　 較 318 

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備考

昇給に伴う増加分 対象者なし

その他の増減分 -17,140 職員の異動による

制度改正に伴う減少分 -38 期末手当  2.6月 → 2.55月

その他の増減分 -12,776 職員の異動による　他

区　　　　　　　　分 一般行政職 医師職 看護保健職 備　考

平均給料月額 （円） 555,600 

平均給与月額 （円） 909,770 

平　均　年　齢 （歳） 58.0 

平均給料月額 （円） 555,600 298,250 

平均給与月額 （円） 871,234 335,412 

平　均　年　齢 （歳） 60.5 50.0 

国の制度

一般行政職 医療職（１） 医療職（３）

高 校 卒 150,600 准　165,300 150,600 准　165,300

短 大 卒 163,100
2卒　192,400
3卒　200,700

2卒　192,400
3卒　200,700

大 学 卒 182,200
6卒　274,500
博 　353,500

209,800 182,200
6卒　249,800 
博 　334,100

区　分
職員数
（人）

共済費 合　　計 備考

本年度

前年度

比　 較

職員手当
内訳

給　　料 -17,140

職員手当 -12,814

令和３年
１月１日現在

令和２年
１月１日現在

区　分 一般行政職 医療職（１） 医療職（３）



　　　ウ　級別職員数

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（級別の基準となる職務）

一般行政職 医師職 看護保健職

職員数
（人）

構成比
(％）

職員数
（人）

構成比
(％）

職員数
（人）

構成比
(％）

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )
1 100.0 

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )
1 100.0 

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )
1 50.0 

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )
2 100.0 1 50.0 

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )
1 100.0 

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )

(   ) (   ) (   ) (   ) (   ) (   )
1 100.0 2 100.0 2 100.0 

区　　分 １級 ２級 ３級

医師職 医員 医長、科長補佐 科長、副所長、所長

区　　分 級

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

８級

計

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

８級

計

令和３年
１月１日現在

令和２年
１月１日現在



　　　エ　昇　給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

職種別内訳

一般行政職 医師職 看護保健職

職 員 数 (A) (人) 1 1 

昇給に係る職員数 (B) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

比 較 (B)／(A) (％)

職 員 数 (A) (人) 5 1 2 2 

昇給に係る職員数 (B) (人) 3 1 2 

１号給 (人)

２号給 (人) 1 1 

３号給 (人)

４号給 (人) 2 2 

５号給 (人)

６号給 (人)

７号給 (人)

８号給 (人)

比 較 (B)／(A) (％) 60.0 100.0 100.0 

支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分）

（　　　　） （　　　　） （　　 　）

2.225 2.225 4.45 

（　　　　） （　　　　） （　　 　）

2.250 2.250 4.50 

（　　　　） （　　　　） （　　 　）

2.225 2.225 4.45 

区　　分 合　計

区　分
支給率計　　　　　　　　　
（月分）

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

備　考

本年度 有

前年度 有

国の制度 有

本
年
度

号給数別
内訳

前
年
度

号給数別
内訳



　　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　　キ　特殊勤務手当

（％）

（％）

　　　ク　その他の手当

区　　　分
２０年

勤続の者
（月分）

２５年
勤続の者
（月分）

３５年
勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～45％加算）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２％～45％加算）

職種別内訳

一般行政職 医師職 看護保健職

 給料総額に対する比率　 9.50 9.50 

 支給対象職員の比率　

 （令和３年１月１日現在）

 代表的な特殊勤務手当の名称  医療調査研究手当

区　　　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

通勤手当 同　　じ

地域手当 同　　じ

区　　　　　　　　　　分 全職種

100.00 100.00 



（単位：千円）

令 和 元 年 度 末 令 和 ２ 年 度 末 令 和 ３ 年 度 末

区　　　　分 令 和 ３ 年 度 中 令 和 ３ 年 度 中

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

医療機械器具整備事
業

6,700 6,300 1,100 5,200

診療施設事業 85,700 70,700 70,700

合　　計 92,400 77,000 71,800 5,200

地方債の令和元年度末における現在高並びに令和２年度末及び

令和３年度末における現在高の見込みに関する調書

令 和 ３ 年 度 中 増 減 見 込 み




